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相模湾

令和５年４月１日現在

● 面 積：１１３.６０ｋ㎡

● 人 口：１８６，８０８人

● 名 産 品

かまぼこ、ひもの

梅干し、和菓子

うめ(県内１位）

みかん(県内１位)

小田原市の概要

１．はじめに １－１



１．はじめに

• 下水道人口普及率 83.5％

• 全体計画面積 2,889ha

（面積整備率 88.7％）

• 事業計画面積 2,793ha

（面積整備率 91.8％）

• 施設概要

管渠延長 595ｋｍ

ポンプ場 ２箇所

下水道管理センター １箇所

（雨水時貯留施設）

マンホールポンプ 24箇所

小田原市下水道事業の概要（令和４年度末現在）

左岸処理区

現在地

左岸処理区
(旧西部処理分区)

市役所

右岸処理区

南町中継ポンプ場

早川中継ポンプ場

下水道管理センター

右岸処理区

左岸処理区

左岸処理区
(旧西部処理分区)

小田原駅

凡例
左岸処理区
右岸処理区

上下水道局

１－２

• 昭和34年に単独公共下水道事業に着手

• 昭和41年に寿町終末処理場にて処理開始

• 平成28年に流域下水道編入事業により寿
町終末処理場は処理機能を廃止し
雨天時貯留施設として運用を開始

右岸処理区



１．はじめに

小田原市に設置してあるデザインマンホール蓋

１－３

小田原市マンホール蓋のデザイン

小田原駅

小田原城

国道1号
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２．公民連携の導入について

１．はじめに



ヒ ト ・職員数の減少
・技術やノウハウの消失

カ ネ ・使用料収入の減少

➢ 老朽化に伴う管路更新の業務量が増加しており、現状の人員数と
体制では、適切な維持管理が困難となってきている。

➢ 下水道施設を適切に管理し、将来的に持続可能な下水道事業の経営
を行うために公民連携を活用した管理手法が必要。

モ ノ ・施設数の増加
・老朽化の進行

⚫ 下水道事業を取り巻く課題

２．公民連携の導入について ２－１



職員数の減少、技術やノウハウの消失［ヒト］

・下水道整備課の技術職員は、30年前の半数以下まで減少している。
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＜下水道整備課職員数と事業費の推移＞
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２．公民連携の導入について ２－２



施設数の増加、老朽化の進行［モノ］

・令和４年度末時点で汚水管渠の累計延長は595ｋｍであり、そのうち標準耐用年数50年を

経過する汚水管渠は約95ｋｍ（約16％）となっている。

・10年後の令和12年度末には約130ｋｍ（約21％）、20年後の令和22年度末には約260ｋｍ

（約40％）と、標準耐用年数50年を経過する汚水管渠は加速度的に増加する見込みである。

10年前
（H22末）

現在
（R4末）

10年後
（R12末）

20年後
（R22末）

30年後
（R32末）

550ｋｍ 595ｋｍ 620ｋｍ 650ｋｍ 680ｋｍ

50年経過管延長
２ｋｍ

（0.4％）
95ｋｍ
（16％）

130ｋｍ
（21％）

260ｋｍ
（40％）

460ｋｍ
（68％）

管渠全体延長

老朽管の破損による道路の
陥没

破損した管渠内の状況

２．公民連携の導入について ２－３



使用料収入の減少［カネ］

・使用料収入は、下水道管渠の整備拡大等に伴い、平成19年度頃までは増加傾向であった。

今後は、人口減少等により使用料収入の減少が見込まれる。
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２．公民連携の導入について ２－４



「下水道における新たな
PPP/PFI事業の促進に
向けた検討会」へ参加

包括的民間委託
対象施設の検討

国土交通省の
検討会

部内検討

平成28年以前

２．公民連携の導入について

部内再検討

令和２年４月

事業化検討

令和３年１月

事業者選定
委員会設置

令和３年10月

募集告示

令和４年３月

事業者選定

令和４年７月

募集告示資料
作成

令和３年４月

意見交換会
（令和３年４,７月）
サウンディング調査
（令和３年４月）

実施方針公表
（令和３年12月）

２－５

基本方針作成
（令和２年12月）

部内検討

平成29年から
令和元年まで

公募型プロポーザル実施
（令和４年７月）

事業者選定委員会
（令和３年10月,
令和４年１月,７月）
・実施方針・要求水準等
の審議



市

事業者市民

税

サービス

税
使用料 業務

雇用

期待される効果

市

持続可能な管理体制の確保
緊急時や災害時の対応力強化
将来的な税収の維持
事業費・事務時間の削減 など

事業者 経営の安定化 など

市民 緊急時対応の迅速化 など

２．公民連携の導入について

公民連携手法導入において期待される効果

２－６

三者の関係



市の基本的な考え方に、民間側の意見や現状等を反映

下水道「施設」管理委託

様々な効果が期待出来ることから、
まずは「管路」から事業化を検討。

２．公民連携の導入について

下水道「管路」管理委託

主に市内事業者に委ねる部分

➢ 市と市内事業者、市外事業者の連携と適切な役割分担を行う。

➢ 市内事業者が参加しやすく地域経済の循環に寄与する形での事業化を図る。

➢ 持続可能な下水道サービス維持のため、地域で出来ることは地域で行う。

下水道事業に係る公民連携の基本方針

２－７

下水道「施設」管理委託

主に専門事業者に委ねる部分

事業の成立性や事業効果について、
確認作業を進めていく。

（市案）



「下水道における新たな
PPP/PFI事業の促進に
向けた検討会」へ参加

対象施設について
包括的民間委託の検討

国土交通省の
検討会

部内検討

平成28年以前

２．公民連携の導入について

部内再検討

令和２年４月

事業化検討

令和３年１月

事業者選定
委員会設置

令和３年10月

募集告示

令和４年３月

事業者選定

令和４年７月

募集告示資料
作成

令和３年４月

意見交換会
（令和３年４,７月）
サウンディング調査
（令和３年４月）

実施方針公表
（令和３年12月）

２－８

基本方針作成
（令和２年12月）

部内検討

平成29年から
令和元年まで

公募型プロポーザル実施
（令和４年７月）

事業者選定委員会
（令和３年10月,
令和４年１月,７月）
・実施方針・要求水準等
の審議



(1) サウンディング調査内容

２－９

項 目 内 容

事業手法 ・市案での事業手法「包括的民間委託」について

業務期間 ・市案での業務期間「５年間」について

業務内容 ・下水道管路を対象とした市案での業務内容について

事業への参画の意向 ・市案の内容を基とした、事業への参画意向について

参加条件
・各業務内容において必要と考える資格、所有資格等
・市内企業促進に関する参加条件の具体のアイデア

２．公民連携の導入について



(2) サウンディング調査結果（概要）

２－１０

➢提出された意見の妥当性や実現性・市のメリットなどを整理

したうえで、事業化案を決定した。

➢事業手法・業務期間・業務内容など現在の市案に対しては概

ね良好な回答が得られ、事業の成立性は高いと考えた。

２．公民連携の導入について



事業手法 ➢ 包括的民間委託

業務期間 ➢ ４年５カ月間（令和４年１１月１日～令和９年３月３１日）

管理対象施設

➢ 下水道管路（汚水渠のみ）

管 路：５９５km

人 孔：約２５，０００基

取付管・公共ます：約５０，０００基

マンホールポンプ：２４基

管理対象区域 ➢ 市内全域（下水道供用区域） 面積：約２，８８９ｈａ

事業者選定手法 ➢ 公募型プロポーザル

業務内容 ➢ 別紙

〇 事業概要

２－1１２．公民連携の導入について



業務名 内 訳 数量

統括監理業務
業務全般、計画書、報告書作成等 １式

下水道管路維持管理業務策定 １式

計画的維持
管理業務

点検業務 法定点検 46箇所

調査業務 人孔内、TVカメラ調査 63,400ｍ

清掃業務

本管清掃 49,600ｍ

伏越しMH（98箇所） 1,100回

MP洗浄（24箇所） 1,627回

DM点検清掃（19箇所） 19箇所

修繕業務 人孔蓋取替 150箇所

改築業務 取付管更生 調査 1,180箇所

改築業務 取付管更生 工事 600箇所

住民対応等
業務
（※想定数量）

住民対応業務 通報受付、現地確認 470件

事故対応業務（清掃等） 取付管詰まり等 200件

事故対応業務（修繕） 人孔蓋等 180件

２．公民連携の導入について ２－1２



(1) 

〔構成企業〕 小田原市土木建設協同組合

小田原市管工事協同組合

フロンティア１株式会社

株式会社東京設計事務所 横浜事務所

(2) 契約締結日 令和４年９月27 日

(5) 受注者名称 小田原下水道サービス

「ロゴマーク」契 約 金 額 1,278,809,180円（税込）(4) 

令和４年11月１日～令和９年３月31日履 行 期 間(3)

〔代表企業〕 管清工業株式会社 神奈川営業所受 注 者

２．公民連携の導入について ２－1３



住民対応等業務

C

A
P

D

統括監理業務

管理

下水道利用者

小田原市

維持管理データ 対応データ

データ

デ

ー

タ

の

集

約

業

務

の

改

善

計画的維持管理業務 住民対応等業務

小田原市土木建設協同組合

小田原市管工事協同組合

フロンティア１㈱ 小田原市土木建設協同組合

小田原市管工事協同組合

フロンティア１㈱

          委員会 安全衛生委員会

JV業務運営体制 JV情報共有体制

情報共有データベース

管工事土建協管清 フロ1 東設

【クラウド】

統括監理部門

業務管理委員会(JV会議)

計画的点検・調査・清掃

維持管理業データベース【維持管理情報】

【業務情報】

本管・人孔・蓋・MP 蓋・取付管

管清工業㈱

事故対応(清掃) 事故対応(修繕)

維持管理情報の管理業務

管清工業㈱

下水道管路維持管理計画策定業務

管清工業㈱・㈱東京設計事務所

地元企業

市外企業

計 画 的 修 繕 ・ 改 築 住民対応

フロンティア１㈱

管清工業㈱

管清工業㈱ 管清工業㈱・㈱東京設計事務所

・各業務において発注者、受注者がしっかりとモニタリングを実施する

２－1４２．公民連携の導入について

フロンティア１㈱ フロンティア１㈱ フロンティア１㈱小田原市土木建設協同組合

小田原市管工事協同組合

小田原市土木建設協同組合

小田原市管工事協同組合



通報受付から緊急対応までを
24時間365日ワンストップで行います

２．公民連携の導入について ２－1５
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３．業務開始後における現時点での評価

・本業務の定着化による更なる業務の効率化や市民サービスの向上。

・計画的な調査、点検の積み上げとデータ分析による不明水対策の向上。

・今後も引続き、受注者との連携を深め、業務の質の向上。

・データ積み上げと分析により、事後保全型から予防保全型の維持管理への転換。

本業務に期待すること

・新たな取り組みであるが、概ね順調なすべり出しである。

・下水道整備課への市民等からの通報は殆ど無くなり、既に小田原下水道サービスへの

問い合わせが定着している。このことにより、市職員の業務および精神的負担は軽減

した。

・住民等対応業務について、市民等からの苦情はない。

・研修会の実施により、職員のスキルアップにつながっている。

現時点での評価

３－１



～ご清聴ありがとうございました。～

世界が憧れるまち“小田原”

小田原市上下水道局下水道整備課


